
品 名：90001_140644_005_02_日本企業価値向上ファンド（限定追加型）_813918.docx 

日 時：2020/4/20 17:10:00 

ページ：1 

 

 

 
 

日本企業価値向上ファンド 
（限定追加型） 

運用報告書(全体版) 
 

第５期（決算日2020年３月23日） 
 

作成対象期間（2019年３月26日～2020年３月23日） 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
新型コロナウイルス感染症対策の渦中ではございますが、今後ともお客様本位の業務運営を
継続的に行ってまいりますので、一層のお引き立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 
 

●当ファンドの仕組みは次の通りです｡ 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 
信 託 期 間 2015年４月３日から2022年３月23日までです。 

運 用 方 針 

わが国の株式を主要投資対象とし、信託財産の成長を目標に積極的な運用を行うことを基本とします。 
株式への投資にあたっては、独自の手法によって選定された企業価値向上の余地が大きいと思われる銘柄群から、株主価値に対する経
営姿勢についての評価や企業の調査・分析等を中心とした「ボトムアップアプローチ」に基づいて、組入銘柄の決定、ポートフォリオ
の構築等を行うことを基本とします。株式の組入比率は、原則として高位を基本とし、非株式割合（株式以外の資産への投資割合）は、
原則として信託財産総額の50％以下とすることを基本とします。ただし、基準価額（1万口当たり。支払済みの分配金累計額は加算し
ません。）が一定水準（15,000円）以上となった場合には、短期有価証券、短期金融商品等の安定資産による安定運用に切り替えるこ
とを基本とします。 

主な投資対象 わが国の株式を主要投資対象とします。 
主な投資制限 株式への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
毎決算時に、原則として経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等から、基準価額水準等を勘案して
分配します。留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

東証株価指数 
( T O P I X ) 

期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

2015年４月３日 10,000 － － 1,554.17 － － － 105,774 

１期(2016年３月23日) 9,123 0 △ 8.8 1,364.20 △12.2 99.1 － 174,987 

２期(2017年３月23日) 10,046 10 10.2 1,530.41 12.2 99.5 － 139,172 

３期(2018年３月23日) 11,151 10 11.1 1,664.94 8.8 99.3 － 80,927 

４期(2019年３月25日) 10,473 10 △ 6.0 1,577.41 △ 5.3 98.9 － 45,399 

５期(2020年３月23日) 8,446 0 △19.4 1,292.01 △18.1 99.0 － 21,692 
 
＊基準価額の騰落率は分配金込み。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

東証株価指数 
( T O P I X ) 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2019年３月25日 10,473 － 1,577.41 － 98.9 － 

３月末 10,714 2.3 1,591.64 0.9 97.9 － 

４月末 10,890 4.0 1,617.93 2.6 97.5 － 

５月末 10,169 △ 2.9 1,512.28 △ 4.1 97.5 － 

６月末 10,488 0.1 1,551.14 △ 1.7 98.1 － 

７月末 10,500 0.3 1,565.14 △ 0.8 98.9 － 

８月末 10,359 △ 1.1 1,511.86 △ 4.2 99.2 － 

９月末 10,975 4.8 1,587.80 0.7 98.5 － 

10月末 11,545 10.2 1,667.01 5.7 98.3 － 

11月末 11,796 12.6 1,699.36 7.7 98.4 － 

12月末 11,855 13.2 1,721.36 9.1 98.4 － 

2020年１月末 11,526 10.1 1,684.44 6.8 98.4 － 

２月末 10,153 △ 3.1 1,510.87 △ 4.2 98.4 － 

(期  末)       

2020年３月23日 8,446 △19.4 1,292.01 △18.1 99.0 － 
 
＊騰落率は期首比です。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2019年３月25日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 
（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 
（注） 参考指数は、東証株価指数（TOPIX）です。参考指数は、作成期首（2019年３月25日）の値が基準価額と同一となるように計算してお

ります。 
（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

＊基準価額は19.4％の下落 

基準価額は、期首10,473円から期末8,446円に2,027円の値下がりとなりました。 
 

①の局面（期首～８月下旬） 

（下落） トランプ米大統領による対中関税引き上げ表明で米中貿易摩擦激化への懸念が高まっ
たこと。 

（上昇） FRB（米連邦準備制度理事会）による利下げ期待が高まったことで、投資家のリスク
回避姿勢が弱まったこと。 

（上昇） G20サミット（20ヵ国・地域首脳会議）における米中首脳会談で両国が通商協議再開で
合意し、さらなる追加関税実施がいったん回避されたこと。 

（下落） トランプ米大統領による対中追加関税の発動表明で米中貿易摩擦激化への懸念が再燃
したこと。   
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

②の局面（８月下旬～20年１月下旬） 

（上昇） 米欧の金融緩和期待が高まったことや、米中の貿易摩擦激化懸念が和らいだこと。 

（下落） トランプ政権が米証券取引所に上場する中国株の上場廃止を検討しているとの報道が

あったこと、米国の製造業や雇用関連指標が低調な内容で、米国経済の先行きへの懸

念が高まったこと。 

（上昇） 米国の利下げ期待が高まる中、米中通商協議が部分合意に達し投資家心理が好転した

こと。 

 

③の局面（１月下旬～期末） 

（下落） 新型肺炎の感染が世界的に拡大し、世界経済の急減速によって企業の資金繰りなどの

信用リスクが強く懸念されたこと。 

（下落） 産油国による協調減産交渉の決裂および景気後退懸念から原油価格が大幅に下落し、

信用リスク拡大も相まって世界的にリスク資産が急落したこと。 

 

○投資環境 

期初から５月にかけて、国内株式市場は下落しました。米中通商協議進展への期待が高まっ

たことなどから上昇する場面もありましたが、５月の大型連休中のトランプ米大統領による対

中関税引き上げ表明で米中貿易摩擦激化への懸念が再燃し米国株式市場が下落したことや、国

内企業の2019年３月期決算発表において2019年度業績見通しが慎重であったことなどから、国

内株式市場は再び下落に転じました。 

 

６月から８月にかけて、国内株式市場は概ね横ばいで推移しました。FRB議長が政策金利引

き下げの可能性を示唆したことやG20サミットにおける米中首脳会談で両国が通商協議再開

で合意し、さらなる追加関税実施がいったん回避されたことなどから上昇しました。しかし８

月に入り、トランプ米大統領の対中追加関税表明によって米中貿易摩擦への懸念が高まったこ

とを受けて米国株式市場が急落し、国内株式市場も大きく下落しました。その後は、中国大手

通信機器メーカーの製品購入禁止の一部緩和などが好感され反発しました。 

 

９月から12月にかけて、国内株式市場は大幅に上昇しました。香港政府による「逃亡犯条例」

改正案の撤回表明や英下院でのEU（欧州連合）離脱延期法案可決に加えて、米中通商協議再開

見通しの報道などが好感され、国内株式市場は大きく上昇しました。その後は、米国の９月ISM

製造業景気指数が2009年６月以来の低水準となり米国の景気後退懸念が台頭した影響などで

下落する場面もありましたが、米中閣僚級通商協議において中国による米国農産品の購入拡大

などで部分合意がなされ、投資家心理が改善したことなどから再び上昇に転じました。さらに、

英国の総選挙において保守党が大勝し英国のEU離脱を巡る不透明感が薄らいだことなどを受

け、日経平均株価は一時2018年10月以来の24,000円台に達しました。 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

2020年１月から期末にかけて、イランの司令官殺害を巡って米国とイランの間の緊張が高

まったことや中国の新型肺炎の感染拡大を受けた世界的な景気減速懸念の高まりによって下

落に転じました。その後は、中国が米国からの輸入品に対する関税率を引き下げたことなどか

ら上昇に転じる場面もありましたが、新型肺炎の感染がアジア圏のみならず欧米など全世界的

に拡大を続けたことで、景気減速懸念が大きく高まりました。加えて、産油国が協調減産で合

意できず原油価格が大幅に下落することとなりました。新型肺炎の感染拡大による経済活動の

停滞や原油価格急落で企業の資金繰りなどの信用リスクも強く意識されたことなどから全世

界的にリスク資産が急落し、国内株式市場も大きく下落しました。 

 

○当ファンドのポートフォリオ 

・株式組入比率 

期を通じて高位を維持し、期末は99.0％としました。 

 

・期中の主な動き 

（１） ROE（自己資本利益率）や余剰資金水準などに基づく企業価値向上の「余地」、および経

営陣の株主還元などを通じた企業価値向上への「意欲」の２つの視点で選んだ銘柄群の

中から、業績動向やバリュエーション（投資価値評価）、企業の競争力などを勘案して投

資魅力度が高いと判断される銘柄に投資しました。 

（２） 期中の売買では、ディー・エヌ・エー、セガサミーホールディングス、コムシスホール

ディングス、サンバイオ、協和エクシオなどを買い付けました。一方、日本新薬、三井

不動産、三井化学、武田薬品工業、東京海上ホールディングスなどを売却しました。 

（３） 期末において保有している主な業種は電気機器、建設業、医薬品、機械、化学など、主

な銘柄は協和キリン、コムシスホールディングス、ローム、セガサミーホールディング

ス、京セラなどです。 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

○当ファンドのベンチマークとの差異 

当ファンドは運用の目標となるベンチマー

クを設けておりません。 

コメント・グラフは、基準価額と参考指数の

騰落率の対比です。 

 

参考指数としている東証株価指数（TOPIX）

の騰落率が－18.1％となったのに対して、基準

価額は－19.4％となりました。 

 

（主なプラス要因） 

①市場平均より少なめに保有していた銀行業、

輸送用機器が市場平均より値下がりしたこと 

②市場平均より多めに保有していた協和キリ

ン、そーせいグループ、マツモトキヨシホー

ルディングスが市場平均の騰落率を上回っ

たこと 

 

（主なマイナス要因） 

①市場平均より多めに保有していた建設業、金属製品、鉄鋼が市場平均より値下がりしたこと 

②市場平均より多めに保有していた日揮ホールディングス、サンバイオ、住友ベークライト、

ディー・エヌ・エー、CYBERDYNEが市場平均より値下がりしたこと 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

◎分配金 

（１） 収益分配金については、基準価額の水準等を勘案して、今期は見送りとさせていただき

ました。 

（２） 留保益の運用につきましては、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 

○分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第５期 

2019年３月26日～ 
2020年３月23日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 1,259  
 

（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

 

◎今後の運用方針 

・投資環境 

日本経済は、内需、外需の両面から新型肺炎の影響が懸念される状況です。2019年10-12月

期の実質GDP（国内総生産）成長率（改定値）は－7.1％となり、2019年10月からの消費増税に

加えて自然災害の影響を強く受けました。今後の新型肺炎の感染拡大の日本経済への影響は、

中国人観光客などの減少によるインバウンド消費の落ち込み、中国経済減速やサプライチェー

ンの混乱などによる輸出の減少、国内の感染拡大防止を目的とした自粛ムードの高まりによる

サービス消費への悪影響などが考えられます。一方で日銀は、新型肺炎の感染拡大への対応と

してETF（上場投資信託）の買入れペース拡大、CP（コマーシャルペーパー）・社債買入れの

拡充などを決定し、金融緩和を一層強化しています。今後、政府の経済対策が具体化すること

が見込まれますが、日本経済の回復は世界的な新型肺炎感染の収束次第と思われます。 

2019年度国内企業の予想経常利益は、前年度比11.5％減（野村證券金融経済研究所予想によ

るRussell/Nomura Large Cap［除く金融］、2020年３月22日時点）、2020年度は同7.8％増（同上）

と予想されていますが、新型肺炎の影響で下振れリスクがあります。ただし、株式市場につい

ては、2019年度の予想PBR（株価純資産倍率）が1.13倍（同上）と過去に比べて割安で、新型

肺炎感染拡大ペースの落ち着きや政府による経済対策の効果によって景気と企業業績に対す

る不透明感が後退するにつれ、上昇すると見ています。 
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・投資方針 

（１） 引き続き、ROEや余剰資金水準などに基づく企業価値向上の「余地」、および経営陣の株

主還元などを通じた企業価値向上への「意欲」の２つの視点で選んだ銘柄を主要投資対

象として運用を行ってまいります。 

（２） 銘柄選択にあたっては、企業取材によるボトムアップアプローチをベースに、企業の競

争力や経営の評価、収益予想などの企業分析を行い、企業の成長性やバリュエーション

などを考慮して組み入れを行います。また、銘柄の投資比率の決定に際しては、株式の

市場性などにも留意して分散投資をはかります。 

（３） 経営者の意識が変わってきたことで、自社株買いの実施や配当性向の引上げなど株主還

元強化の動きが強まっています。事業の成長も含め企業価値の向上に積極的に取り組ん

でいる企業に着目して投資していく方針です。 

 

引き続きご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

○１万口当たりの費用明細 (2019年３月26日～2020年３月23日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 149  1.367  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 72)  (0.656)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 72)  (0.656)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (  6)  (0.055)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 9   0.087   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (  9)  (0.087)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.003   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.003)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 158   1.457    

期中の平均基準価額は、10,914円です。  

 
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

＊各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

○売買及び取引の状況 (2019年３月26日～2020年３月23日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 
内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 7,979 15,415,358 14,342 34,254,949 

 
＊金額は受け渡し代金。 

＊単位未満は切り捨て。 

 

○株式売買比率 (2019年３月26日～2020年３月23日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 49,670,307千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 36,855,467千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.34   
 
＊(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2019年３月26日～2020年３月23日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 15,415 4,949 32.1 34,254 8,120 23.7 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 32,601千円 
うち利害関係人への支払額（B） 7,633千円 

（B）／（A） 23.4％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野村
證券株式会社です。 
 
  

株式 

利害関係人との取引状況 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

○組入資産の明細 (2020年３月23日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

水産・農林業（－％）    

日本水産 535 － － 

サカタのタネ 2 － － 

鉱業（－％）    

国際石油開発帝石 192 － － 

建設業（17.9％）    

ミライト・ホールディングス 100 140 172,900 

コムシスホールディングス 390.5 622.5 1,440,465 

奥村組 65.5 137 292,769 

前田道路 － 1.6 3,513 

関電工 529 566.2 458,055 

日本電設工業 － 8.6 17,836 

協和エクシオ － 171 392,616 

日揮ホールディングス 538 510 387,090 

高砂熱学工業 392.8 427.8 679,346 

食料品（4.1％）    

日清製粉グループ本社 － 53 83,210 

ヤクルト本社 102 102 597,720 

アサヒグループホールディングス 22 － － 

不二製油グループ本社 120 － － 

ハウス食品グループ本社 42 49 159,005 

フジッコ 27.1 21.8 42,531 

繊維製品（0.5％）    

ワコールホールディングス － 43 97,782 

ホギメディカル － 2 6,520 

化学（7.0％）    

信越化学工業 86 45.3 405,752 

三井化学 433.3 － － 

ＪＳＲ 156 － － 

東京応化工業 35 － － 

三菱ケミカルホールディングス 830 － － 

住友ベークライト 119.8 199.8 423,775 

積水樹脂 － 31 56,389 

太陽ホールディングス 7 － － 

ファンケル 386 155 357,740 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

上村工業 0.5 8.2 46,658 

タカラバイオ － 116 220,284 

医薬品（10.9％）    

協和キリン 599.5 810.5 1,693,134 

武田薬品工業 284 － － 

日本新薬 176.3 2.8 20,496 

エーザイ 47 － － 

小野薬品工業 112.5 47.5 98,467 

久光製薬 － 5.5 25,822 

キッセイ薬品工業 － 2 4,770 

生化学工業 － 43.2 45,360 

日水製薬 － 11.3 13,401 

そーせいグループ 186 2 2,310 

第一三共 － 2 13,424 

大塚ホールディングス 174 － － 

大正製薬ホールディングス － 3 18,960 

サンバイオ － 121.5 124,659 

ヘリオス 116.5 266.5 282,756 

石油・石炭製品（0.7％）    

ニチレキ 1 14.9 19,921 

ＪＸＴＧホールディングス 810 383 128,726 

ゴム製品（0.1％）    

オカモト 20.5 8.4 29,064 

ガラス・土石製品（1.5％）    

ＡＧＣ 35 － － 

東洋炭素 114.5 154 210,518 

フジミインコーポレーテッド 67 47.5 113,952 

鉄鋼（2.0％）    

日本製鉄 291 － － 

ジェイ エフ イー ホールディングス 441 － － 

大和工業 62 193.5 343,849 

淀川製鋼所 － 6.5 11,212 

丸一鋼管 － 4 10,552 

山陽特殊製鋼 － 74 66,008 
 

国内株式 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）
 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

非鉄金属（－％）    

住友金属鉱山 52 － － 

金属製品（5.4％）    

横河ブリッジホールディングス 93.5 323 554,914 

三益半導体工業 255 413 603,806 

機械（8.0％）    

アマダホールディングス 664 699 560,598 

ＦＵＪＩ － 64 100,288 

牧野フライス製作所 － 15.5 39,649 

小松製作所 168 － － 

月島機械 26 － － 

荏原製作所 － 9 15,687 

ダイフク 15 － － 

ＳＡＮＫＹＯ － 21.5 64,607 

セガサミーホールディングス 116 763 944,594 

電気機器（20.4％）    

イビデン － 178 337,488 

三菱電機 284 355 418,012 

マブチモーター 120.9 14.4 44,208 

ダイヘン 38 － － 

日東工業 117.9 155.4 244,133 

日本信号 96.5 － － 

ソニー 139 73 428,218 

ＴＤＫ 38.5 － － 

ローランド ディー．ジー． － 20.5 22,898 

マクセルホールディングス 193 － － 

アイコム － 29.8 74,947 

アオイ電子 － 1.3 2,522 

横河電機 － 197 213,154 

新電元工業 22.1 32.6 73,187 

スタンレー電気 102 28 54,320 

ウシオ電機 7 － － 

日本セラミック 40 53.5 94,106 

図研 － 30.9 58,710 

ファナック － 1.5 19,747 

芝浦電子 － 3 6,036 

エンプラス － 1 2,011 

ローム 183.3 178.1 990,236 

京セラ 162 158.5 909,948 

ニチコン 12 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ＫＯＡ 262 468 382,356 

輸送用機器（0.7％）    

いすゞ自動車 － 103 65,363 

極東開発工業 13.5 70.8 75,826 

アイシン精機 126.8 － － 

精密機器（2.0％）    

ナカニシ 107.5 121.5 160,744 

トプコン 26 － － 

朝日インテック 8 － － 

シチズン時計 80 － － 

ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ 520 830 278,880 

その他製品（3.6％）    

バンダイナムコホールディングス 156.5 － － 

タカラトミー 182 21.1 15,909 

ヤマハ 187.5 － － 

河合楽器製作所 2.5 140 313,180 

任天堂 20.5 10.2 385,662 

オカムラ 27 61.5 47,908 

陸運業（1.1％）    

東急 423.8 － － 

西武ホールディングス 496.5 － － 

日本通運 8 － － 

ヤマトホールディングス 227 － － 

セイノーホールディングス 530 222 246,864 

情報・通信業（6.1％）    

日鉄ソリューションズ 107.5 － － 

出前館 － 233.5 137,531 

ＴＩＳ 43 － － 

グリー － 75 28,425 

マネーフォワード 24 50.1 223,195 

オービックビジネスコンサルタント － 30 134,550 

電通国際情報サービス 35.5 27 84,240 

日本ユニシス 414 120 289,680 

日本電信電話 112 － － 

ＫＡＤＯＫＡＷＡ 94 108 116,964 

東宝 － 5 17,275 

東映 47 20.1 269,340 

エヌ・ティ・ティ・データ 62 － － 

卸売業（0.1％）    

伯東 72.7 3.4 3,291 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）
 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

日立ハイテク 15 － － 

リョーサン 72 3.8 8,819 

ＰＡＬＴＡＣ － 1 5,000 

小売業（2.4％）    

アスクル 28.5 － － 

マツモトキヨシホールディングス 198 136 510,680 

セブン＆アイ・ホールディングス 95 － － 

丸井グループ 168 － － 

銀行業（－％）    

三井住友フィナンシャルグループ 276.6 － － 

保険業（－％）    

かんぽ生命保険 35 － － 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホール 8 － － 

東京海上ホールディングス 197.7 － － 

その他金融業（2.2％）    

芙蓉総合リース 118.5 15.5 79,050 

オリックス 231 318 383,985 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

三菱ＵＦＪリース 1,485 － － 

不動産業（0.7％）    

三井不動産 433 － － 

東京建物 215 － － 

テーオーシー 226.7 298.7 157,713 

サービス業（2.6％）    

ＬＩＦＵＬＬ － 144 39,600 

ミクシィ － 8 11,528 

ディー・エヌ・エー 15 427 494,893 

リゾートトラスト 22 － － 

ＲＰＡホールディングス － 5 3,855 

ベネッセホールディングス 22 － － 

合 計 
株 数 ・ 金 額 19,873 13,511 21,469,664 

銘柄数＜比率＞ 111 98 ＜99.0％＞ 
 
＊ 各銘柄の業種分類は、期首、期末の各時点での分類に基づいてい

ます。 
＊ 銘柄欄の（ ）内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。
＊ 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
＊ 評価額の単位未満は切り捨て。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2020年３月23日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 21,469,664 97.3 

コール・ローン等、その他 590,432 2.7 

投資信託財産総額 22,060,096 100.0 
 
＊金額の単位未満は切り捨て。 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2020年３月23日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 22,060,096,508   

 コール・ローン等 487,405,511   

 株式(評価額) 21,469,664,800   

 未収入金 83,383,747   

 未収配当金 19,642,450   

(B) 負債 367,855,014   

 未払金 83,180,183   

 未払解約金 58,830,862   

 未払信託報酬 225,302,636   

 未払利息 663   

 その他未払費用 540,670   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 21,692,241,494   

 元本 25,684,745,767   

 次期繰越損益金 △ 3,992,504,273   

(D) 受益権総口数 25,684,745,767口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 8,446円 
 

（注）期首元本額は43,351,055,802円、期中追加設定元本額は０円、期

中一部解約元本額は17,666,310,035円、１口当たり純資産額は

0.8446円です。 
 

○損益の状況 (2019年３月26日～2020年３月23日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 729,468,744   

 受取配当金 729,298,989   

 受取利息 4   

 その他収益金 413,385   

 支払利息 △      243,634   

(B) 有価証券売買損益 △5,458,957,499   

 売買益 2,731,907,733   

 売買損 △8,190,865,232   

(C) 信託報酬等 △  504,206,194   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △5,233,694,949   

(E) 前期繰越損益金 1,067,049,410   

(F) 追加信託差損益金 174,141,266   

 (配当等相当額) (        308,622)  

 (売買損益相当額) (    173,832,644)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △3,992,504,273   

(H) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △3,992,504,273   

 追加信託差損益金 174,141,266   

 (配当等相当額) (        308,622)  

 (売買損益相当額) (    173,832,644)  

 分配準備積立金 3,234,188,372   

 繰越損益金 △7,400,833,911   
 
＊損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 

＊損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 

＊損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。 

 

（注）分配金の計算過程（2019年３月26日～2020年３月23日）は以下の通りです。 

項 目 
当 期 

2019年３月26日～ 
2020年３月23日 

a. 配当等収益(経費控除後) 225,262,550円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 0円 

c. 信託約款に定める収益調整金 308,622円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 3,008,925,822円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 3,234,496,994円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 1,259円 

g. 分配金 0円 

h. 分配金(１万口当たり) 0円 
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日本企業価値向上ファンド（限定追加型）

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 0円 
 
※分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合、分配金は全額普通分配金となります。 

※分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、下回

る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

※分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 

 

 


